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これまでに創出した業務は，すべて，テレワークになじむ業務と

して，本法人内でのノウハウの蓄積・マニュアル化と実績につい

ての対外的な評価を得ているところであるが，障害者他の就業

形態として確立し，拡大・充実を図るためには，次の課題を解決

する必要がある。 

① テレワーカーに対するＩＣＴ研修・研修後支援 

② パブリック・インターネットによる機密保護の脆弱性 

③ テレワークの業務管理 

④ テレワーク環境の整備 

 



テレワークサポートセンター実現へのロードマップ 

【第３ステージ（平成２６年度から）】「テレワークサポートセンター」構想の実現 

徳島県事業「テレワーク活用ネットワーク会議」の開設 

【第２ステージ（平成２４年度）】テレワークの周知・啓発 

徳島県「ＪＣＩ在宅就業支援センターをＩＣＴ基盤としたテレワークによる地域雇用の創出」を実施 

【第１ステージ（平成２２年度）】 ICT基盤の整備 

総務省「地域雇用創造ＩＣＴ絆プロジェクト」交付金で「ＪＣＩ在宅就業支援センター」を構築 



第１ステージ ＩＣＴ基盤の整備 

 平成２２年度総務省事業「地域雇用創造ICT絆プロジェク
ト」に応募した「プライベート・クラウド活用によるテレワーク
ビジネス推進事業」が採択され， 

 【ＪＣＩ在宅就業支援センター】を構築 

 ① ｅ－ラーニングシステム 

 ② 在宅業務管理システム 

 ③ シンクライアントシステム 

を実装しており，   

 強固なセキュリティで守られた，安心・安全な環境でのテレ
ワーク を実現  
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・機器設定支援 

 

在宅就業者への作業依頼・発注 
・Ｗｅｂサイトの設計開発 
・Ｗｅｂアクセシビリティの診断・評価・修正 
・業務処理システム設計開発 
・印刷物の作成・データ入力 
・デジタルデータ作成 他 
 

ICT在宅就業支援センター 

子育て主婦 

高齢者 

障害者 

・不揃いPC/SW利用 
・ウィルス監視SW無 
・在宅で受注作業実施 
     ↓ 
・高機能SW利用 
・強固なセキュリティ 
・業務管理・支援 

介護者 

強固なセキュリティネットワーク／クラウド型サーバ環境 

① e-ラーニング 
アプリケーション 

シンクライアント・サーバ 

・個人認証機能 ・SWアクセス管理 
・操作権限SW提供 ・情報漏えい防止 

・高機能PC/SW利用 
・ウィルス監視SW有り 

・自治体/企業からの依頼受付 
・在宅就業者への作業指示 
・シンクライアント認証管理 
・業務データ管理 
・業務Q＆A支援 

インター 
ネット網 

ICT在宅就業 
支援センター 

サーバ管理者 

クラウドで提供 

在宅就業者への作業依頼・発注 

・Ｗｅｂサイトの設計開発 
・Ｗｅｂアクセシビリティの診断・評価・修正 
・業務処理システム設計開発 
・印刷物の作成・データ入力 
・デジタルデータ作成 他 

 

自治体／企業・団体 参加団体の管理者 

育成済みテレワーカー 
地域のICT人材 

潜在テレワーカーに 
Web教育研修と，就業支援 

③ NPOネットワーク 

② 在宅業務管理 
アプリケーション 



① ｅ－ラーニングシステム使用法 

② 在宅業務マニュアル 

（全般・個別業務） 

③ 基本ソフト・各種アプリケーションの 

使用法テキスト 

（文書処理・表計算・データベース・Ｗｅｂサイト作成管理・

図形処理） 

④ 情報交換用掲示板他 

が実装・整備されている。 

 







在宅就業を実施する上で必要とされる，次の項目を管

理できる。 

① 業務の受発注・納品管理（見積り管理を含む）  

② 業務記録（作業指示、活動記録等） 

③ 作業管理（スケジュール管理等） 

④ 顧客管理 

見積管
理 顧客管

理 

業務記
録 

作業管
理 



クラウドコンピュータにアクセスしたのち，サーバ内で作

業を行うため，  

ユーザのパソコンは，不揃い･低機能でも問題なく， 
（ブラウザ以外のソフトウェアは，不要） 

高機能で豊富なソフトウェアを利用して，  

強固なセキュリティに保護された環境での在宅業

務が可能。 



 平成２４年度徳島県「新しい公共の場づくりモデル
事業」に応募した 

  「ＪＣＩ在宅就業支援センターをＩＣＴ基盤とした
テレワークによる地域雇用の創出事業」が採択され， 
 同センター」に実装されている 
 ・「ｅ-ラーニングシステム」 
 ・「在宅業務管理システム」 
 ・「シンクライアントシステム」を活用し， 
 強固なセキュリティで守られた安心・安全な環境で
のテレワークの拡充と新しい地域雇用の創出を推進  
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第２ステージ テレワークの周知・啓発 



  行政を含む地域の幅広い主体・人材で構成する「会議体：在宅就業支援センター運営

協議会」を設立し，本事業の実施にあたり，システムの効果的な活用，テレワーカーの有効

な育成・活用等について，期間中に６回，会議を開催し，建設的な協議を通して，事業の継

続と発展的運営のための課題解決に貢献した。 

次の機関・団体が参画した。 

1. 行政・公的機関 

① 徳島県地域情報課 

② 鳴門市 

③ 財団法人ｅ-とくしま推進財団 

④ 徳島県立障害者交流プラザ 

⑤ 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 
徳島高齢・障害者雇用支援センター 

 



 
2. ＮＰＯ法人他 

① 特定非営利活動法人 ジェイシーアイ・テレワーカーズ・ネット
ワーク 

② 特定非営利活動法人 子育て支援ネットワークとくしま 

③ 特定非営利活動法人 フリースクール阿波風月庵 

④ 特定非営利活動法人 みんなちがってみんないい 

⑤ ぱそこんクラブレッツＩＣＴ 

3. 企業 

① 教育印刷株式会社 

② 株式会社トクジム 

③ 株式会社テレビ鳴門 

事業成果が一時的なものとならないように、当該モデル事業終了後も，本会議体を
活用した取組を継続させる予定である。 



テレワークの浸透を図り，新しい地域雇用の創出を推進するために， 
以下の事業を行った。 

 

① 渉外活動を強化するために専属の渉外担当者１名を雇用 

② 行政・企業に対してテレワークに関するアンケートを実施 

③ 県内の行政・公的機関（障害者就労支援センター他） 

福祉施設などを訪問し，テレワークに関する説明会を実施 

④ 本事業専用Ｗｅｂサイトを開設し，事業の進捗状況，運営協議

会の報告，講習会・イベントの広報とインターネットからの申し

込み受付他で活用 



テレワーク希望者を対象に，県中央・南部・西部で開催 

① 基礎講習 

ネットワークの基礎知識，クラウドシステムの使用方法 

② 実践講習 

シンクライアントを利用した実践的テレワーク業務 



フォーラムの開催を通して，テレワークの現状，課題他を検討・協議
し，新しいワーキングスタイルとライフスタイル創出の期待を共有し，
フォーラム後の更なる周知・啓発活動と新規雇用の創出に連動させた。 



① 第１回運営協議会（平成２４年５月２２日，障害者交流プラザ） 

② 第２回運営協議会（平成２４年７月２５日，障害者交流プラザ） 

③ 第３回運営協議会（平成２４年１０月５日，徳島県教育会館） 

④ 第４回運営協議会（平成２４年１１月１６日，障害者交流プラザ） 

⑤ 第５回運営協議会（平成２５年３月７日，障害者交流プラザ） 

⑥ 第６回運営協議会（平成２５年３月２８日，障害者交流プラザ） 



① 行政・企業に対して行ったテレワークに関するアンケート， 

行政・関係機関ほかへの訪問説明会，専用Ｗｅｂサイトの公開

により広く県内各層への周知・啓発が行えた。 



 

② 「新しいワーキングスタイル創出フォーラム」には，県内外から， 

１４０余名の参加者があり，所期の目的を達成するとともに， 

県外に向けたネットワークの形成が，更に，促進された。 



① テレワーカーの育成講習会（基礎編・実践編）を３地域で１０回

実施し，ｅ－ラーニングシステムの利用と併せて，１７０余名が，

テレワークに必要なＩＣＴ利活用技術を習得した。 

② 講習会の運営，ｅ－ラーニング教材の開発・運営に携わった 

スタッフにとって「在宅就業支援センター」の本格稼働に向けた

要員としての実践的訓練となった。 



① 運営協議会の設置・開催を通して，県内の多様な分野に向けた

情報発信が実現するとともに，委員が所属する団体・機関を通し

て，事業の成果目標につながる多大な支援・協力を得ることがで

きた。 

② 自主事業として設立した「四国地区チャレンジド就業支援ネット

ワーク」の参加団体が，フォーラムへの参加・本事業についての

情報提供を通して，増加した。（５から９団体）。 



① ウェブサイト構築業務の新規・リニューアル受注 

   ・徳島県，民間企業から３件 

② 印刷物作成・講師他の派遣依頼 

③ ウェブアクセシビリティ診断業務の，継続的受注 

   ・中央省庁，地方自治体他から，約２千ページ受注 

④ 雇用契約に基づく完全在宅就業 

   ・民間企業２社，就労支援Ａ型事業所１所へ１４名 

   
 

 



協働目標３「ＩＣＴの利活用により『誰もが活躍できる社会』の実現の 
重点取組事項に「プライベート・クラウド」を活用した障害者などに対す
る「在宅就業支援」が，２５年度の「トピックス」に取り上げられ 
「オンリーワン」の評価を受けた。 



39 

第３ステージ 
「テレワークサポートセンター」構想の実現 

「テレワークサポートセンター」を中核として， 

時間と場所に制約されない、新しいワーキングスタイル・ライ
フスタイル（テレワーク）の拡充と地域雇用の創出を推進する
ことにより，障害者・高齢者・育児介護に関わる父母・引きこも
り子女などの社会的・経済的自立を実現する。 

 

【具体的な目標】 

 ① 「テレワークサポートセンター」のＩＣＴ基盤と運営体制を整備
・確立し，対象者・関係者への周知・啓発 

 ② テレワーカー育成研修会の実施（地域・対象・達成度別） 

 ③ 行政・企業との協働による，テレワーク拡充の基盤作り 

 



【テレワークサポートセンター】の全体像 
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【共通の理念】 

テレワーカー各自が持つ多様な要望にきめ細かく対応し，「安心・安全」な環境
で仕事に専念できるシステムの構築・運営を，関係者一同の共通理念とする。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑵ サブシステム 
  ① 受注業務データベース 
  ② テレワーカーデータベース 

 

 
⑴ メイン・システム 
  ① シンクライアントシステム 
  ② 業務管理システム 
  ③ ｅ－ラーニングシステム 

 

⑵ サブシステム 
① 受注業務データベース 

  ・受注業務の詳細を格納・更新し，テレワーカーに周知するシステムである。 

  ② テレワーカーデータベース 
  ・テレワーカー個々の特性，職業能力，就業条件他を格納・更新し，受注業務との

適正なマッチングに活用するシステムである。 
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⑴ 受注業務担当者   ⑵ 広報業務 〃 

⑶ 作業配分業務 〃   ⑷ 進捗管理・技術指導業務 〃 

⑸ 検品業務 〃     ⑹ 納品業務 〃 

⑺ 代金決済業務 〃  ⑻ 作業報酬支払業務 〃 

 

⑴ 共同受注体制の構築 
行政・企業などからの大量，タイトな納期，技術面での要求水準を超えるオファー
などが原因となる機会損失を防ぐための対処である。 
  
⑵ オンサイトヘルプ体制の確立 
雇用契約に基づく在宅雇用で予想されるトラブルを防ぐため，雇用主が，オンサイ
トヘルプ（現地での就業支援）を実施できる団体と契約し，業務の円滑な実施を支
援する。 
  



⑴ センターなどの登録会員となり，受注業務データベースから，所望の
業務にエントリーし，業務の質・量に応じた作業報酬を受け取る。 

 

⑵ 子育て・家族の介護などの期間中だけ，在宅就業を行い，そののち，
元の職場に復帰する。 

 

⑶ 雇用されているが，事業所に毎日出勤することはせずに、営業先を
回りノートパソコンなどで業務を行う（モバイルワーク）など， 

 多様である。 
 



 

⑴ 徳島県事業「テレワーク活用ネットワーク会議」の開設 
 テレワークを活用した在宅就業の導入促進を目的とした徳島県の施策 

である，「働く女性応援ネットワーク会議」「徳島県庁職員対象実験実証」
に続いて，２６年８月に開設され，本会理事長が，会長となった。 

 ◆周知・啓発活動，「テレワークサポートセンター」構築，テレワーカー及び
センター運営要員（事務・営業・ＩＣＴ技術）育成，フォーラム・セミナーの開
催ほかを提案している。 

 
⑵ テレワークの本格導入に向けた「実証実験」 
  ① 企業等が「雇用型」テレワークを実施する際の課題検証 
  ② 専門的テレワーカーの育成および自営型テレワークの共同実施体制

構築にあたっての課題検証 ほか 
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